
l 5. 医療計画制度 Ⅹ 医療計画制度の 見直しについては、 現在「医療計画の 見直し等に関する 検討会」において 検討が行われている。 

  

①医療計画 
制度の在り 
方 

②基準病床 

数 制度の在 

り方 

0 都道府県の役割について、 医療機能の把握、 医療提供 

体制の整備などを 更に強 ィヒし、 国は基本方針の 策定など 
都道府県を補完、 支援する立場を 明確にしてはどうか。 

0 医療計画の作成に 当たっては、 作成、 執行、 政策評価 

そして次期医療計画への 反映といった 一貫した都道府県 

の政策の流れが 構築できるようにしてはどうか。 

0 患者や住民にも 分かりやすい 疾病ごとの指標を 作成 

し、 二次医療圏内にあ る医療機能について、 主な疾病ご 
とに把握できるようにしてはどうか。 

0 医療提供体制側から 住民への情報量を 増大させるよう 
推進するとともに、 都道府県医療審議会の 機能強化等に 
より、 住民が求めるきめ 細かな医療サービスのニーズに 

ついても計画の 中で把握できるようにしてはどうか。 

0 医療圏の考え 方や具体的な 範囲について 見直す必要は 
ないか。 

0 医療機器についても 医療機能として 把握できるように 
してはどうか。 

0 基準病床数制度については、 医療機関の競争が 働きに 
くく、 新規参入が妨げられ、 医療機関の競争が 働かない 

との指摘があ る一方、 供給側による 誘導の結果入院の 必 
要性が低い患者が 入院治療を受けるといったことなどに 

0 国としての基本方針、 ビジョンを決めていくことは 大事 

なこと。 しかし、 国は地方の補完に 徹するべきで、 具体的 

な実行計画の 策定については 地域地域に委ねていくべき。 

( 第 3 回野呂委員 ) 

0 全国の自治体で、 住民の声を積極的に 取り入れ、 きめ細 
かな住民のニーズに 応えることを 考えるべき。 ( 第 2 回佐伯 

委員 ) 

0 計画策定のプロセスに、 患者、 地域住民及び 保険者の視 

点を入れることが 必要。 ( 文書意見・熊井，松井・ 福島委員 ) 

0 福岡県の二次医療 圏は、 少ない医療圏は 人口が 9 万人、 

多い医療 圏は 150 万人。 いろいろなネットワークを 考える 
場合には、 二次医療 圏 ということだけで 考えるのではなく、 

もう少し細分化するなども 考える必要。 ( 第 3 回 杉町 委員 ) 

0 例えば医療計画を 策定するにしても、 それぞれの地域で 

必要とされる 診療科目別に 医師がどれだ け 確保さればげれ 
ば ぃ げないのかとか、 必要な医療機器についてどのように 

定めるのか、 などを検討して い くことが必要。 ( 第 3 回野呂 

委員 ) 

0 人口当たりの 病床が多い、 外来受診率が 高いことが本当 

に悪いことか。 医療費を ョ巨 常に高くしているか、 あ るいは 

医療の質を落として 健康寿命が悪くなっているのかという 
検証なく、 病床を単純に 減らさなければならないというの 
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l より効率的な 医療提供とならないとの 指摘もあ る。 基準 l はおかしい。 ( 第 3 回三上委員 ) 

病床数制度の 役割、 在り方についてどう 考えるか。 

③医療計画 0 患者、 住民の Q0 Ⅰの向上の観点から、 医療機能の分 
を 通じた医 

療機能の分 

化・連携の推 

進 

④医療計画 
で明らかに 

すべき事項 

化 、 連携を推進し、 急性期から回復期を 経てかかりつけ 

医の下での在宅療養といった 流れが原則二次医療圏内で 

完結するような 体制確保をする 内容に見直すことを 基本 
に考えるべきではないか。 

0 主な疾病ごとに 地域の医療機能の 状況を把握すること 
によって、 病床数という 量的管理だけでなく 疾病ごとの 

医療機能という 質的管理を重視したものに 転換すべきで 
はないか。 

0 医療計画において 明らかにすべき 事項としてどのよう 

なものがあ るか。 

・かかりつげ 医や小児・成人への 往診、 訪問看護など 

の在宅医療の 推進方策 
・診療科別の 医師 数 

・小児救急医療をはじめとする 救急医療や周産期医療、 

へき地医療等に 関する数値目標 
・公的医療機関と 民間医療機関との 役割分担 

・臨床研修の 取組や医療安全に 係る活動・対策 
・歯科診療所も 含めた二次医療圏内の 診療所の役割 

・薬局の役割や 医薬品・医療機器の 供給体制。 特に、 

災害 時 、 感染症発生時、 及び休日・夜間、 へき地にお 

ける医薬品供給のあ り方 
・地域住民が 新しい治療法や 医薬品ヘアクセスしやす 
くするための 地域における 治験ネット ヮ 一ウなどの 

整備 

0 医療計画において、 病床規制ではなくて、 診療科別にそ 
れぞれに必要なものをきめ 細かく定めていくことが 重要で 

あ る。 ( 第 3 回松井委員 ) 

0 在宅医療を支える 要の訪問看護ステーションの 数値目標 

の 設定と計画的な 推進。 ( 文書意見・古橋委員 ) 

0 医療法で規制されている 病床数や病床単位の 医療従事者 
よりも、 それぞれの地域で 必要とされる 診療科目別に 医師 
がどれだけ確保されなければ ぃ げないかや、 医療機器につ 

いて定めていくことが 必要。 ( 第 3 回野呂委員 ) 

0 地域における 小児を含めた 救急医療体制、 災害侍医療体 

制の整備及び 精神障害者、 難病患者等の 支援計画の策定の 
検討が必要 ( 文書意見・古橋委員 ) 
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⑤補助金制 
度 改革と医 

療 計画制度 
の 在り方 

⑥その他 

0 医療計画を実効性のあ るものにしていくため、 医療提 

供体制整備のための 補助金についても、 医療計画と密接 
に関連 づ げたものに見直し、 都道府県の自主性・ 裁量・性 

の発揮をより 高めるようにするという 観点から改革を 行 
う べきではないか。 

0 介護支援計画や 健康増進計画と 医療計画が連携し 、 整 

合性がとれるようにしてはどうか。 

0 小児医療や救急医療など 地域に必要な 医療提供体制を 
構築するためには、 小児科医や麻酔科医など 不足してい 

る医師を確保することが 重要であ り、 これらの医師を 養 

成する大学医学部や 臨床研修病院も 視野に入れた 医療計 
画制度を構築してはどうか。 

0 医療分野の補助金の 見直しに当たっては、 国民的なコン 
センサスの下、 国、 地方でやることをはっきりさせ、 国の 

責任を放棄した 形にならないようにすべき。 ( 第 1 国土屋委 

員。 第 1 回 古橋委員、 村上委員、 見城委員同旨 ) 

0 地方でできることに 目の関与を小さくしていくことが 大 

事。 さらに、 個人ができることに 基本的には行政は 関与し 

ないが、 やはり病気のことなので、 体制はとっていく。 個 

人、 あ るいは地域に 対して強くあ り方を求めていくという 

姿勢が基本的には 大事。 
地域地域でそれぞれ 独立してやらせ、 国のビジョン、 基 

本方針の中から、 地域ではできないものについて、 国とし 
て特化してどういうものをやっていくかということを 基本 

的に考えるべき。 ( 第 3 回野呂委員、 第 1 回 山本 ( 文 ) 委員 

同旨 ) 
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6, へき地医療提供体制の 確保 

l Ⅹ現在、 へき地医療等の 確保の計画的推進に 関し、 第 l0 へき医療対策は、 政策の優先順位からすると 高い問題。 l  
 

      0 次へき地保健医療計画の 策定に向けたへき 地保 l 無医 地区における 問題の実態把握と、 今の施策で対策が 進   

①へき地医 

療の内容 

②医師等の 

確保 

③ l 丁の有 

効利用 

健 医療対策検討会で 検討中。 

0 患者等の視点に 立って 、 へき地医療に 求められる医療 
内容 ( 医薬品供給も 含む ) はどういったものか。 

0 へき地における 医師、 看護 師 、 薬剤師等の確保の 方策 
をどうしていくか。 

0 都道府県において、 医療関係団体、 中核的病院、 県内 

の医科大学、 大学医学部等を 構成員とした 協議会の開催 
等を通じ、 関係者が一体となった 取組を進めることが 重 
要ではないか。 

0 医師の養成・ 就業の実態、 地域や診療科による 偏在等 
を総合的に考慮して、 医師需給見通しの 見直しを行うこ 
とが必要ではないか。 

0 遠隔医療システムの 整備の推進など、 l T の有効的な 

利用を進めて い くことが必要ではないか。 

んでいるのかの 現状認識が重要。 ( 第 3 回能弁委員 ) 

0 都会ばかりではなく、 田舎のほうの 医療が一体どうあ っ 

たらいいのかということを、 議論すべき。 ( 第 3 回山本 ( 文 ) 

委員 ) 

0 へき地では、 薬局は偏在するので、 薬が入手できる 体制 

を 考える必要。 ( 第 3 回山本 ( 信 ) 委員 ) 

0 都市部以覚での 医師確保は大変で、 国として、 都市部に 

おける医師、 看護 師 等の医療従事者について 一定の制限を 

加えるべき。 ( 第 3 回野呂委員 ) 

0 職業選択の自由などを 考えると、 都市部における 医師、 
看護 師は ついて、 制限を加えるのは 難しい現状であ る。 へ 

き地 医療において、 経験が少ない 若い 医師等がすべてに 対 

応 するのは難しい 点もあ るので、 新しい臨床研修制度以覚 

の 施策も含めて、 医師を育成する 仕組み、 あ るいは経験豊 

かな定年医師を 活用する仕組みを 考えるべき。 ( 第 3 回松井 

委員 ) 

0 開業する ド ウタ一に、 開業するには「 年か 2 年、 必ず へ 
き地 等の病院に勤めなければならないという 開業医免許制 

度を作ってはどうか。 ( 第 4 回大橋委員 ) 
  「 e-Japan  重点 計 

画 2004 」 

  規制改革等 3 ヵ年 
吉士 @ 三ヨ 
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7. 医療機能の分化・ 連携、 医療施設体系及び 医療施設に係る 規制の在り方 
(1 ) 医療機能の分化・ 連携の推進 
の 医療機能 l0 患者、 住民の Q0 Ⅰの向上の観点から、 医療機能の分 l0 医療機関の機能分担と 連携は、 従来から指摘されてきた 
の 分化・連携 化 、 連携を推進し、 急性期から回復期を 経てかかりつけ 

医の下での在宅療養といった 流れが原則二次医療圏内で 

完結するような 体制確保をすることを 基本に考えるべき 
ではないか。 

0 入院診療計画 ( いわぬ る クリティカルパス 等 ) におけ 
る適切な退院計画の 作成、 退院に向けた 情報提供やサー 
ビス調整による 適切な入院医療やリハビリテーション、 

退院後の療養生活の 確保や社会復帰の 支援を行うなど、 

地域における 医療連携、 医療機関と薬局の 連携、 さらに 

保健・福祉との 連携を推進することが 必要であ るが、 具 
体 的にどのような 仕組みでこれらを 実現するか。 

問題であ り、 改めてそれをさらに 具体化するプロセスを 考 

えていくべき。 ( 第 2 回能弁委員 ) 

0 地域医療のネットワーウは、 医療サービスだけのネット 
ワーウではなく、 福祉サービス、 訪問看護ステーション、 

介護老人保健施設などとのネットワークも 広げることが 非 

常に大事。 ( 第 3 回 杉町 委員 ) 
0 社会的入院の 是正のため、 介護保険施設や 在宅医療等の 
機能に応じた 役割の分担、 地域における 医療と介護の 連続 

性あ る体制整備等の 検討が必要。 ( 文書意見・能弁・ 松井・ 

福島委員 ) 
0 患者の立場からすれば、 手術をした病院にとどまりたい 

という気持は 当然あ るので、 逆 紹介が可能となるような 情 

報提供や環境整備の 仕組みが十分整っていかないと、 機能 
分化、 連携もうまくいかないのではないか。 ( 第 3 回松井 委 

-) 
0 在院日数の適正化と 在宅療養推進のための 退院調整部門 

の強化が必要 ( 文書意見・古橋委員 ) 

0 本来患者側の 視点からすると、 医療へのアクセスをどの 
ように段階的に、 効率的にやるかが 重要で、 病床区分とい 

ぅ よりは、 外来の機能がどうなっているのか、 紹介型の病 
院であ るかということで 機能がほ づ きり 分 げられる。 

病床区分で機能分化については、 患者は「つの 医療、 治 

療を完成させるために、 いろいろな医療機関を 転々としな 
ければならないということが、 果たして幸せなのかという 
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0 医療機能の分化、 連携を推進する 観点から、 特定機能 
病院や地域医療支援病院の 在り方、 要件等についてどの 
ように考えるべきか。 

議論もすべき。 ( 第 3 回三上委員 ) 

0 医療機関の機能分化とは 病床機能ばかりではなく、 もっ 

と幅広く、 かつ深い。 例えば臨床研修の 受入れ病院も 一種 

l の医療機関の 機能であ るし、 医療安全対策をとっている 病 
院も機能であ る。 ( 第 3 回渡辺委員 ) 

l0 ホームドウタ 一 ( 開業医 ) と病院とがより 円滑に連携を 

図れるようなネットワーク 作り ( 共同で研修会を 開催する 

等 ) が必要。 それにより、 紹介状を用いた 患者紹介のシス 

テムも生かされ、 また、 相互の医療従事者の 資質向上が図 

られる。 ( 文書意見・見城委員 ) 

0 地域医療支援病院の 紹介率の計算方法を 変えたが、 地域 

の中核病院が 支援病院になれない 厳しいものであ る。 地域 

の状況に応じて、 地域医療支援病院を 作るべき。 ( 第 3 回付 

上 委員 ) 

0 救急患者が多いだけで 一挙に地域医療支援病院になり、 

それで入院基本科に 対する加算が 非常に大きくなる。 紹介 
率の整理について、 もう一度考えるべき。 ( 第 3 回三上委員 ) 

0 救急医療患者は、 救急車で来ない 限りは紹介率から 外さ 

れている。 救急車だけに 限っていることについて、 論議す 

べき。 ( 第 3 回村上委員、 山本 ( 文 ) 委員 ) 
0 本来地域支援病院なるものは 病診 連携なり、 地域の連携 

を目的として 設置された。 今回の見直しで、 紹介患者の数 

や救急患者の 数は初診患者のみを 対象にすることを 明確化 

したために、 逆に紹介率が 減ったところがあ る。 もうⅠ 回 

見直して整理すべき。 ( 第 3 回土屋委員 ) 
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②薬局等 医 

薬品の供給 

体制の位置 
づ け 

(2) 医療 リ 
①医療機能 

の分化 

②療養病床 

0 近年の医薬分業の 進展も踏まえ、 薬局等医薬品の 供給 0 前回、 前々回の医療法改正時と 違い、 現在外来患者の 大 
体制も含めた 医療機能の連携、 医療提供体制整備を 考え 半は、 地域の薬局から 処方筆を通じて 医薬品の供給を 受け 
るべきではないか。 ている。 地域においては 薬局も含めた 幅広な体制整備が 議 

諭 されるべき。 ( 第 3 回山本 ( 信 ) 委員 ) 

0 都会でも、 夜間になると 患者は処方 襄左 交付きれても、 

薬の入手に大変苦労するケースがあ る。 へき地では、 薬局 

は 偏在するので、 薬が入手できる 体制を考える 必要。 
医療法の中で、 薬局の位置づけを 明記すべき。 ( 第 3 回山本 

l ( 信 ) 委員 ) 

供 施設の機能分化 

0 医療ニーズの 多様化への対応、 患者の視点に 立った 医 l 
療 提供、 平均在院日数の 短縮化、 医療提供体制の 効率化 
を図っていく 上では、 医療機能の分化や 明確化を進めて 

いくことが必要ではないか。 

0 一方、 医療法上の施設類型・ 病床区分として、 更なる 

区分の見直し、 細分化を行う 必要性はあ るか。 

0 療養病床については、 医療保険適用のものと 介護保険 
適用のものとがあ るが、 介護保険制度創設後の 状況も踏 

まえ、 その機能の明確化、 在り方についてどう 考えてい 

くか。 

0 療養病床と他の 介護保険施設 ( 介護老人保健施設、 介 
護 老人福祉施設 ) の役割の明確化、 在り方についてど う 

考えていくか。 

  

0 いわかる社会的入院について、 介護保険導入によりどう 
推移しているかきちんと 精査をする必要があ る。 ( 第 3 回能 

弁委員 ) 
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③公的病院 0 医療法人制度の 改革や市町村合併等が 進む申で、 公的 0 国は民間ができることにあ まり関与すべきではなく、 あ 
等 病院等の在り 方、 そ 生き lJ についてどのように 考えるべきか。 るいは、 公的病院の役割のあ り方も、 民間ができることに 

ついては、 重ねてはやらないという 整理をしながら、 国で 

なければ新しい 医療を切り開いていくことができない 部分 

l へ 特化していくことが 大事。 ( 第 3 回野呂委員 ) 
(3) 人員配置標準の 在り方 

0 医療機関における 人員の配置標準の 在り方について、 0 専門的なものを 身に付けた医師が 何人も必要な 医療機関 

医療安全など 昨今の医療に 関する環境の 変化等を踏ま と、 それぞれの地域で 身の丈にあ った医療を提供する 医療 
え 、 どのように見直していくべきか。 機関を 1 つの配置基準の ル Ⅱ レで 縛るのは、 実態に即して 

いない。 ( 第 4 回土屋委員 ) 

0 病棟における 服薬指導などの 業務量、 医療安全関連な 0 日本の医療費は 例えば米国に 比較して安い。 したがって 、 

ど 業務の多様化など、 病院における 薬剤師の役割の 重要同じ 数 だ け 看護師や医師を 雇えない。 病床あ たりの医師、 
性の高まりにかんがみ、 病院における 薬剤師の配置を 充看護 師 が少ないのには、 そのような背景があ る。 ( 第 3 回 杉 

実 すべきとの意見があ るが、 ど う 考えるか。 町 委員 ) 

0 例えば県内で 養成した看護師は 県外にでていくし、 全体 

0 医療法による 人員配置基準は、 医療機関が守るべき 標で看護 師数 が足りていても 中山間地では 不足数が非常にで 

準として機能するものであ ることなどを 考慮するする 必 る。 人員配置の増の 議論は、 地域性も考慮すべきであ る。 

要があ るのではないか。 また、 へき地等の地域性を 考慮 ( 第 4 回山本 ( 文 ) 委員 ) 
すべきという 考え方についてどう 考えるか。 0 夜昼のない医療業務、 あ るいは在院日数が 非常に短縮し 

て業務の濃度が 濃くなって、 高速な回転が 始まっている 中 

で、 患者の疾病構造、 医療内容、 現実の業務量から、 人員 
配置についての 検討が必要。 ( 第 2 回古橋委員 ) 

0. 急性期一般病床は 患者対看護職員 1.5 : 1 以上、 夜間 

帯 看護職員配置数の 増員及び常時配置の 考え方の導入 

  外来機能の強化・ 充実を目指した 生活習慣病等の 看護 

専門外来等の 設置 ( 文書意見・古橋委員 ) 

0 患者の自己決定能力を 支援するため、 医療システム とし 

病院における 薬剤 

師の人員配置基準 
に関する検討会報 

告 ( 平成 13 年何 

円 
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ての患者の自立支援体制が 必要。 そのため、 看護の人員配 
置基準並びに 当面の措置として 外来の看護役割 ( 業務 ) の 

患者自立支援の 観点からの見直しが 必要。 ( 文書意見・辻本 

委員 ) 

0 病床数当たりの 看護職員の数が、 他国と比べて 差があ る。 
人口当たりに 直せば違 う かもしれないが、 大きな改革が 必 

要。 ( 第 3 回韓非委員 ) 
0 これまでも薬剤師の 人員配置は議論されてきているが、 

新しい問題として 休日・夜間の 問題、 あ るいは医療安全、 
専門性の高い 薬剤を使用することを 支える薬剤師の 役割と 
いったことが、 必ずしも十分に 反映された議論がされてい 

なかったのではないか。 

医療提供体制の 中での薬剤師の 員数をど う するかという 

議論を進める 申で、 特に医療機関における 薬剤師の役割、 

あ るいは配置について、 そうしたことを 踏まえた議論をす 

べき。 ( 第 4 回山本 ( 信 ) 委員 ) 

0 医療用具にまつわる 死亡事故、 あ るいは有害事象が 報告 
されている。 人員配置に関しても、 臨床工学技士、 あ るい 

は病棟薬剤師をもっと 配置すべき。 栄養士やいろんな 職種 

も必要であ る。 ニーズ把握をすべき。 ( 第 2 回、 第 4 回佐伯 

委員 ) 
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(4) その他医療施設に 係る規制の在り 方 
@ ①有末診療   0 現行の医療法では、 病院と診療所の 種々の規制の 違い   I 医療分野における 

所 、 助産所 があ る ( 石床診療所については、 構造設備・人員配置の 

基準が緩やかなものであ る一方で、 いわ める 48 時間 規 

制 がかかっている ) が、 多様なニーズに 柔軟に対応する 

観点から、 石床診療所の 在り方を含め、 ど う 考えるか。 

0 医療安全の観点等から、 有未診療所 ( 特に産科、 産婦 
大利 ) や 助産所の規制の 在り方について、 どう考えるか。 

②施設の共 0 衛生の確保に 万全を期す等の 観点から、 診療所の玄関、 

同本 lJm 待合室、 外来患者窓口等について 複数の医療機関が 共有 
することを禁じているが、 医療資源の効率的な 利用等の 

観点から、 責任の所在等を 明確化した上で、 同一の建物 
内で診療に直接提供されない 場所の共同利用を 進めるこ 

とについてどう 考えるか。 

規制改革に関する 
検討会報告書 ( 平成 

「 6 年 1 月 ) 

医療分野における 

規制改革に関する 
検討会報告書 ( 平成 

1 6 年「 月 ) 
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8. 在宅医療の推進 

0 できる限り住み ， 潰れた地域、 家庭において 療養生活を 

送ることができることが、 患者の Q0 Ⅰの向上の観点か 
らも必要であ り、 在宅医療の一層の 推進が必要ではない 

か O 

0 かかりつけ 医 ( 歯科医 ) の充実、 普及、 訪問看護の充 

実 ・ 晋 汝等、 在宅医療に係る 医療提供体制の 確保を い か 

に 進めていくか。 また、 薬局、 薬剤師によるサービス 提 

供も考慮すべきではないか。 

0 一般病床での 在院日数が近年短縮してきている 中、 在宅 

医療のあ り方についても 検討すべき。 

今後、 国民がど う 在宅医療や通院治療を 受け入れて い く 

かということも 含めて、 在宅医療、 継続医療、 訪問看護の 
推進の在り方について 議論が必要。 ( 第 1 回 古橋委員 ) 

0 在宅療養を望む 方々への適切な 医療提供ができる 環境づ 

くりの検討が 必要。 ( 文書意見・能弁・ 松井・福島委員 ) 

021 世紀は多死の 時代とも言われ、 住み慣れた我が 家で療 

養生活が送れる 環境整備が必要。 
在宅医療が進まない 理由として、 サービス機関が 小規模 

で経営的に問題があ る、 在宅医療に対する 報酬も施設医療 

に対して検討が 遅れている、 診療材料等の 負担も自宅療養 
の方が負担が 高いといったことがあ る。 ( 第 3 回古橋委員 ) 

0 訪問看護の機能とあ り方の見直し、 および看護職員の 業 

務の拡大に関する 検討が必要 ( 文書意見・古橋委員 ) 

0 かかりっ け 矢の機能が充実すべき。 特に医師の往診が 充 

実 することが重要。 
往診が、 かかりっ げ医 として身近な 医療を実践できる 方 

法 であ り、 その充実で病院覚来の 混雑解消にも 資する。 ( 第 

3 回佐伯委員・ 文書意見 ) 

0 在宅の患者にとっては 医薬品は不可欠なので、 医薬品を 
安定して供給する 上で、 薬局・薬剤師がどんな 形で連携で 

きるか考える 必要。 ( 第 3 回山本 ( 信 ) 委員 ) 
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